様式第１号（第８条関係）


令和　　年　　月　　日　


公益財団法人福島県産業振興センター　理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　郵便番号
所　　 在 　　地
　　　　　事業者名（団体名）
代表者（職・氏名）

福島県米国関税措置・物価高緊急対策事業補助金
交付申請書

福島県米国関税措置・物価高緊急対策事業補助金実施要領に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。


記


１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円
※申請額（消費税抜き）は、千円未満は切捨て


２　取組実施（予定）期間　　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日


３　事業経費（消費税を抜いた額を換算し記入すること。）

	総事業費　　　　　　　　　　　　円

	
補助対象経費　　　　　　　　　　　　円 

〈補助対象経費内訳〉
	費目
	金額
	内訳（明細）

	機械設備等購入費
	円
	

	新商品開発費
	円
	

	資材費等
	円
	

	外注・委託費
	円
	

	展示会等出展費
	円
	

	旅　費
	円
	

	会議費
	円
	

	その他直接経費等
	円
	





４　事業者の概要　　

	業　　種
	
	業（日本標準産業分類の中分類又は小分類で記入）

	創業（設立）
	
	年
	
	月
	
	日

	資本金（出資金）
	
	千円

	従業員数

	
	人



　　
５　米国関税措置又は物価高の影響
（１）米国関税措置又は物価高による影響の内容について、該当するものに「○」をつけてください。
	○印欄
	影響の内容

	
	現在、米国関税措置による直接的な影響を受けている

	
	現在、米国関税措置による間接的な影響を受けている

	
	現在、物価高による影響を受けている。



（２）米国関税措置又は物価高による影響の状況について、該当するものを１つ選んで「○」をつけてください。
	比較対象
	○印欄

	令和７年４月以降、任意の１か月間の
売上高が前年同時期と比較して、５％以上減少した
	

	令和７年４月以降、任意の１か月間の
売上総利益が前年同時期と比較して、５％以上減少した
	

	令和７年４月以降、任意の１か月間の
営業利益が前年同時期と比較して、５％以上減少した
	


※　選択した項目（売上高、売上総利益、営業利益）に該当する会計資料（月次決算資料など）の写し（令和７年４月以降任意の１か月分、前年同時期分）を添付してください。

（３）上記（２）の状況が米国関税措置又は物価高に起因することについて、影響の具体的な内容も含めて記載してください。
（記載例）＜米国関税措置＞
・米国での販売や売上が○○年○○月から約〇％減少している。
・米国企業との取引契約が打ち切りになり、売上が○○円減少した。
・取引先の米国向け輸出量縮減により、自社への発注量が○○年○○月から約○％減少している。
・取引先が米国向け輸出の不振により設備投資計画が延期となり、売上の見通しが不明となった。
（記載例）＜物価高＞
・原材料価格が購入品目の約○割で前年同期比○％以上に上昇している。
・物流費用が○○年○○月から約〇％増加している。
・電気代の支払額が前年同期比で○％増加、金額で○○円増加している。　　　など

	










６　福島県専門家活用経営支援事業費（米国関税措置・物価高対策枠）補助金における
専門家相談日等
	支援機関名
	

	[bookmark: _Hlk210897492]相談日①
	令和
	
	年
	
	月
	
	日

	相談日②
	令和
	
	年
	
	月
	
	日




７　本補助金申請担当者の連絡先
	役　職

	

	電　話
	（　　　　）　　　　－

	氏　名
	
	Ｅ-mail　
	

	住　所※
	〒




※産業振興センターからの書類の受け取りを希望する住所を記載ください。
